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謹んで新年のお喜びを申し上げます。 

 

日頃より本会にお寄せいただいております皆

様のご指導，ご協力に厚く御礼申し上げます。 

 

昨年を振り返りますと，まず，明るい話題と

してアジア初，日本で開催されたラグビーワー

ルドカップにおいて日本チームが８強入りし，

日本中がその試合に釘付けになるとともに，ル

ールを重んじ，公平に争うラグビーの理解者が

増えました。また，リチウムイオン電池を開発

した吉野彰氏のノーベル化学賞受賞に国内が沸

き立ち，開発の根源が環境問題解決の願いにあ

ることが感動を呼びました。当会においてはオ

サダ農機株式会社の長田秀治会長が旭日単光章

を叙勲され，大日本農会の農業技術開発功労者

として表彰され，さらにものづくり地域貢献賞

を受賞されました。また，発明協会北海道地方

発明表彰において，訓子府機械工業松田会長

殿，北海道発明協会会長賞に元キュウホー会

長・永井求殿，IHIアグリテック殿が，帯広市長

賞に土谷特殊農具製作所殿，発明奨励賞に日農

機製工殿がそれぞれ受賞されるなど多くの慶事

がございました。 

新 年 の ご 挨 拶  
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令和二年 年頭所感 

一方，8月の九州北部の豪雨に始まり，9月の

台風15号は千葉県を中心に農林水産物の被害だ

けでも523億円を超える甚大な被害をもたらしま

した。追い打ちをかけるように10月に上陸した

19号の被害は14県390市町村もの広範囲に及び，

災害救助法の適用範囲は東日本大震災を超えて

過去最大となりました。洪水による人的被害も

多く，犠牲となられた方々へのご冥福をお祈り

申し上げますとともに，被災された方々に衷心

よりお見舞い申し上げ，1日も早い復興をお祈り

いたします。幸いにも北海道は大きな被害もな

く，米をはじめ畑作物など農産物もまずまずの

作柄でしたが，一昨年の地震被害の影響はまだ

残っており，今年が自然災害のない穏やかな年

になることをご祈念申し上げます。 

 

さて，昨年も農業機械輸入額（函館税関貿易

概況）の増大基調は変わらず，農業の担い手減

少に伴う経営規模の大型化によるEU製農業機械

のシェア拡大傾向がうかがえます。北海道で製

造される農業機械が徐々にシェアを縮小する現

状を鑑み，国内外を問わず，本会会員にとって

販路開拓・拡大は喫緊の課題となっています。 

そのような中，本年5月7日から3日間

AGRITECHNICA ASIA2020がタイのBITECで開催さ

れます。当会からも昨年につづき，会員企業4社

が参加する予定です。本会は今後も東南アジア

をはじめとする海外市場について引き続き積極

的に調査や出展などを行うことで，正確な現地

情報をとらえ，今後の市場開拓を見据えて会員

の活動を支援して参ります。 

 

スマート農業の進展は大変早く，トラクター

GNSSガイダンスシステムや自動操舵システムの

普及はますます加速しております。一昨年デビ

ューした自動走行トラクターはすでに道内で相

当数が稼働しており，無人の公道走行実験も実

施されました。今後はトラクターに装着する作

業機の自動化が必要とされており，一昨年創立

されたISOBUS普及推進会では作業機ECUの開発な

ど実効ある活動が開始されています。当会から

も多くの会員が参画しており，後援機関として

推進を支援してまいります。 

 

政府の規制改革推進によって道路運送車両法

の保安基準の一部が緩和され，作業機を装着し

たトラクターの公道走行が可能となりました。 

欧州ではすでに公道走行を前提とした作業機

が製造され，走行時には規制された幅内に収め

る機構の工夫のほか，安全走行に必要な灯火装

置や標識などが整備されています。今後はわが

国でも公道走行を前提とした安全で安定した農

業機械の製造を推進することが責務と考えてい

ます。 

 

本年も会員の皆様そして関係諸機関，関係団

体の皆様の更なるご支援，ご協力をお願い申し

上げます。この新しい一年が皆様方にとって輝

かしい年となることを心から祈念申し上げ，新

年の挨拶とさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省北海道経済産業局長 

安藤 保彦 

 

令和２年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げ

ます。 

 

昨年、新天皇陛下が御即位され、「令和」という

新しい時代の幕開けを迎えました。国民全体が暖

かい祝賀ムードに沸く中、我が国古来の伝統や文

化、国柄といった守り続けるべき価値と、そこに新

たな変化を取り入れていく必要性－「不易流行」の
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意味を再認識させていただきました。 

他方、国際社会全体が、これまでに経験したこと

のないスピードでの大きな構造変化に直面するとと

もに、地球規模の課題にも直面してきています。 

 

北海道経済に目を向けてみますと、道内各地で

人口減少と少子高齢化が加速度的に進行する中、

札幌経済圏への超一極集中状態と、札幌圏から

東京圏への人口の転出超過が改善されず、ますま

す超広域分散型の構造に拍車がかかっています。

他方、北海道は、広大で魅力ある自然環境と豊富

な農林水産資源や、国内のみならず世界から認知

されている強い「北海道ブランド」を有しています。

また、昨年のラグビーワールドカップに引き続き、

本年は東京オリンピック・パラリンピックのマラソン・

競歩の札幌開催、白老町・ウポポイのオープンな

ど、北海道の魅力を世界に発信する契機が到来し

ているほか、今後も北海道７空港の民営化、北海

道ボールパーク構想、冬季五輪招致や北海道新

幹線の札幌駅延伸などが予定されており、道内経

済活性化の起爆剤となり得る話題も豊富です。 

 

新時代の幕開けとともに北海道経済も大きく変

貌を遂げようとしています。私ども北海道経済産業

局では、そうした時代の変化を捉えながら、地域経

済を取り巻く課題を克服し、経済の好循環と地域

産業の発展につながる次の３つの政策に全力で

取り組んでまいります。 

 

第１に、北海道に強みのある分野で、新たな需

要の創出や生産性向上を促し、企業や地域の稼

ぐ力を高める政策に取り組みます。例えば、食関

連などのロボットやＩｏＴ、AI などの導入による生産

性や付加価値率を高めていく取組の支援、あるい

は海外市場の獲得や、アドベンチャーツーリズム

の展開によるインバウンドの獲得に向けた取組を

支援してまいります。また、道内ものづくり企業の航

空・宇宙産業を始めとする先端ものづくり分野への

参入を後押しするとともに、バイオ・ヘルスケアビジ

ネスの拡大や、スポーツ関連ビジネス創出に向け

た取組を支援していきます。さらに、新たに道内複

数の基礎自治体・市町村との間で覚書を締結し、

各地域の特色を活かしたプロジェクトやコミュニティ

の再構築に資する取組を重点的に支援することな

どにより、道内各地の稼ぐ力を高める取組や人口

のダム機能を果たす魅力ある都市づくりのお手伝

いをさせていただきたいと考えております。 

 

第２に、地域経済を支える屋台骨である中小企

業・小規模事業者が最大限に活躍できる事業環境

の整備に取り組みます。北海道胆振東部地震をは

じめ、近年、全国各地で自然災害が発生している

中、「中小企業強靱化法」における「事業継続力強

化計画」の認定制度をはじめとする支援策の展開

を通じ、中小企業の“災害に対応する力”を強化し

ていきます。昨年１０月には消費税率引上げととも

に、軽減税率制度が始まりました。消費税転嫁対

策を進めるほか、キャッシュレスの普及促進を図り、

消費税率引上げに伴う需要の平準化対策に引き

続き、取り組みます。また、中小企業の事業承継の

促進も喫緊の課題であり、関連施策を総動員して

集中的な支援に取り組みます。さらには起業・創業

の促進、下請取引の適正化、商店街の振興のほ

か、製品安全の確保や悪質商法対策を進め、消

費者の利益を守ります。 

 

第３に、北海道の経済活動を支え、道民生活の

安全安心を確保するため、エネルギーの安定的か

つ効率的な供給の確保に対する取組を着実に進

めます。北本連系線のさらなる増強に向けた検討

を進めるとともに、再生可能エネルギー導入拡大

のための送電網の整備等を支援してまいります。

また、本道に豊富に賦存する再生可能エネルギー

を蓄電池等の調整力と組み合わせて地産地消す

る「地域マイクログリッド」の構築を支援するとともに、

多様なエネルギーを活用した分散型エネルギーシ

ステムの導入促進を通じて、エネルギー供給の強

靱化を推進してまいります。さらに、省エネルギー

を促進しつつ、安全性の確保を大前提に泊発電

所の再稼働に向けた環境整備を進めるとともに、

災害時の円滑な燃料供給体制の強化に取り組ん

でまいります。 

 

こうした支援を展開していくことで、北海道経済

の好循環と将来にわたる持続的な発展につながる

ことを強く期待しています。当局職員一同、アンテ

ナを高くし、フットワーク軽く、地域の現場へ足を運

び、関係機関の皆様とともに「強い北海道経済」の

実現に尽力いたします。 

 

本年が皆様にとって実りの多い飛躍の年となりま

すよう、心から祈念いたします。 
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令和二年 知事年頭所感  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
北海道知事 
鈴木 直道 

 
新年明けましておめでとうございます。 

北海道知事として初めての新年を道民の皆様

と共に迎えることができ、大変うれしく思いま

す。 

 

大いなる挑戦を掲げ、勇気を持って果敢に前

進を続けてきた私としては、本年を北海道にと

って更なる発展と飛躍の年とするため、道政に

全力を尽くしてまいりますので、よろしくお願

い申し上げます。 

 

さて、昨年を振り返りますと、元号が令和に

改められ、天皇陛下が御即位されるという時代

の大きな節目となる１年であり、本道において

は、外国人観光客が初めて３００万人を超え、

北海道米に続き牛肉の輸出体制が強化され、Ｇ

２０観光大臣会合では、北海道の食と観光を世

界に発信することができました。 

 

加えて、国内初の民間単独開発のロケット打

上げ成功、新千歳空港の発着枠拡大の決定、１

７年ぶりの欧州航空路線の就航開始という出来

事が続き、さらには、東京オリンピックにおけ

るマラソン、競歩競技の札幌開催が決定し、北

の大空に大きな夢が広がる年であったと考えて

います。 

 

一方で、台風による甚大な災害を目の当たり

にして、多くの方が安全・安心の重要性を強く

意識する中、胆振東部地震災害からの復旧・復

興や国土強靱化に向けた取組を推進するととも

に、高齢社会の到来を見据えた医療・介護従事

者の確保など、将来にわたって安心して暮らし

続けられる地域づくりに向け、各般の政策を展

開してまいりました。 

 

また、本道を取り巻く国際情勢が大きく変化

する中、農林水産業の生産基盤の整備や北の森

づくり専門学院の開校など担い手の育成・確保

をはじめ、持続的な鉄道網の確立に向けた鉄道

の利用促進や利便性の高い地域交通を目指すＭ

ａａＳの取組、炭鉄港などの日本遺産や恐竜・

化石といった歴史的価値を有する地域資源の活

用、外国人相談センターの開設をはじめとする

多文化共生社会の推進など、地域課題の解決と

新たな活力の創造にも取り組んできておりま

す。 

 

本年においては、地域・産業・未来の視点の

もと、人口減少対策はもとより関係人口の創出

など地域創生を市町村と共に推進し、地域経済

を先導する食・観光などの産業振興を図り、さ

らに未来指向の政策として、ＩＣＴ技術を活用

した北海道ソサエティ５．０の実現や本道の将

来を担う人づくりに取り組んでいくこととし、

その上で、北海道を応援いただく方々の知恵と

力を結集する「ほっかいどう応援団会議」を活

用し、地域課題の解決に向け、市町村とスクラ

ムを組み、前へ前へと力強く進んでまいりま

す。 

 

私は、これからの１年は、新たな路線誘致な

ど戦略的展開が期待される空港の一括民間委託

のスタートやアイヌ文化の継承・発展の拠点と

なるウポポイのオープン、東京オリンピックに

おけるマラソン、競歩、サッカー競技の札幌開

催など、本道の魅力を世界に発信する大きなチ

ャンスを迎えていると考えており、道民の皆様

と共に世界と北海道が直接つながる新交流時代

元年としてまいりたいと考えています。皆様に

は、ご支援とご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

新しい年が、皆様にとりまして、希望に満ち

た年となりますよう、心からお祈り申し上げ、

新年のご挨拶といたします。 
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2019 スマート農業の動き 
 

スマート農業に関する技術革新と普及のスピ

ードには目覚ましいものがある。2019 年はほぼ月

1 度のペースでスマート農業関連のセミナーや関

連イベントが開催された。これらを振り返り，今

後の展開を考えてみよう。 
 

1.SIP 第一期の到達点と今後の展開 

内閣府 SIP「次世代農林水産業創造技術」では

農業版ソサイエティ 5.0 の実現を目指すスマート

農業技術開発が行われた。開発の対象は主とし

て水田農業と施設園芸。昨年から第Ⅱ期がスタ

ートしている。 
 

3.19 スマート農業セミナー 
北大農学研究院・野口伸教授は内閣府 SIP「次

世代農林水産業創造技術」の目指す超省力・高

生産なスマート農業モデルの第一期終了を受

け，水田農業と施設園芸の現地実証試験の成果

として米の生産コスト 4 割以上低減と一人当た

り利益の増加，オミクス解析による育苗条件選

定ツール，生育予測ツール，裂果抑制剤などの

新技術開発とトマトの実証目標 55t/10a の達成を

紹介した。 
「それぞれ新技術の掛かりましコストを他の

生産コスト低減や増収・増益により贖い，経営

所得の増大に寄与できる。」スマート農業技術の

普及拡大には生産者と地域のキーマンである指

導者，コーディネータの存在が必要で，JA や農

大における人材育成とそれを支える普及組織，

道総研など研究機関の役割が重要。各種研修の

推進とともに教官の充実が求められ，行政とし

ては農村地帯の高速ブロードバンドなどのイン

フラ整備や各種規制緩和に向けた取り組みが必

要であり，日本を先導してきた北海道のそれぞ

れが役割を自覚しすそ野を広げ，多くの人が技

術を享受できることを目指す。」 
 

6.20 スマート農業の実装等に向けた農地整備に係る

シンポジウム北海道大学クラーク会館講堂 
ロボットトラクターなどの自動走行機械の能

力が十分に発揮されるように圃場を大区画化し

たり，枕地をなくして農道で旋回できるようにし

たり，法面をロボット草刈機が走りやすい形状に

整備することがテーマ。 
中富良野町木佐町長 
「富良野盆地地区

2,217ha に及ぶ国営農地

整備事業の結果，たとえ

ば 整 備 前 に は 平 均

0.3ha46 筆 の 農 地 が

2.2ha6 筆となり，大型高

能率農機の効率的な運

用が可能となり，労働生

産性が格段に向上した。排水性の改善や地下灌漑

可能な汎用農地化によってたまねぎの規格内収

量が増大し，収益性が大幅に改善された。これら

の総合的な効果により農家所得が増加した。これ

ら直接的な効果に加え，新技術の魅力が後継者に

浸透し，農家経営を存続するモチベーションにつ

ながっている。さらに，やりがいのある農業と効

率化によって生じた時間的余裕が人口の定着と

整備地区における合計特殊出生率の増大に波及

しうる。」 
北大農学研究院野口教授 「スマート農業の実

装に有効な基盤の持つべき条件として，大区画

化・連坦，公道に出ずに圃場間移動可能なこと，

用排水の管路化，ターン農道に加え，圃場の外周

の侵入検出ケーブル敷設のほか，地下水位制御シ

ステム，圃場水管理システムの整備，加えて圃場

内のブロードバンド環境整備や GNSS 基地局の設

置が有効である。さらにこれら水田圃場における

要件はすでに内閣府SIP(次世代農林水産業造成技

術)で可能となったが，畑作や野菜作のスマート化

はこれからであり，特にスマート野菜作において

は生育モデリングと

モニタリング，病害

虫発生予察，果実の

位置推定など，ドロ

ーンによるリモート

センシングとデータ

の発信蓄積，AI によ

る管理作業最適化や

収穫適期予測，予測

収量マップの作成，

選択収穫，夜間作業

の可能な収穫ロボッ

トの開発が必要。」 
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別会場ではロボットトラクターや直進支援装

置，後付け可能で安価な衛星測位自動運転装置を

はじめ，ドローンを用いた作物生育情報モニタリ

ング技術やこれを利用した作物管理ソフト，作業

情報を組み合わせた農作業管理ソフトサービス，

管路用ほ場排水管理システム，除草ロボットなど

が展示された。除草ロボットは本年販売予定。繁

茂した雑草を一気に刈り取るのではなく，お掃除

ロボットのように昼夜動き回って少しずつ刈り

そろえ，自動的に充電に帰るというコンセプトで

低価格，低騒音である。ロボットトラクターの出

荷実績は道内では既に 2 桁の実績があり，現在の

用途は春秋の耕起・砕土作業中心で，今後は各種

作業機の自動化対応が求められる。 
 

11.19 地域活性化推進事業講演会「スマート農業の

新たな展開に向けて -ICT とロボットによる次世代

農業-」，深川市 
北大大学院野口伸教授 「農業における

Society5.0 の中核技術である第 1 次 SIP で得られ

た成果は主に水田農業の現場で展開され，衛星画

像による広域診断生成とWeb GIS情報利用システ

ム，UAV(ドローン)による空間情報のシェアリン

グ，水田の水管理を自動化する給・排水システム，

最適水管理スマホ用アプリ，スマート田植機，ス

マート追肥システム，収量コンバインなど一連の

スマート農機の開発と市販化，農業データ連携基

盤(WAGRI)の創設を実現した。パイロットファー

ムでは生産コストの約4割削減と農業所得の37％
増加を実証した。 
農作業のロボット化は自動操舵をレベル 1 とし，

2018 年には自動走行の実現，ロボットトラクター

の市販化を果たした。2020 年には遠隔監視・ほ場

間移動可能なロボット農機の実現を目指してい

る。2019 年時点で技術的な見通しはついており，

ロボットトラクターによる公道走行や遠隔監視

システムの実験が行われている。今後は耕耘，整

地，施肥，管理，収穫ができる小型ロボット開発，

水田農業以外の露地野菜作の生育情報モニタリ

ング，カボチャなど重量野菜の選択収穫ロボット

の開発，技術的には可能なロボット農機の完全無

人作業の実現が計画されている。 
人口減少と高齢化に伴う課題の解決に不可欠

なスマート農業は，生産性の向上にとどまらず，

WAGRI を介して流通加工情報，輸出関連情報，販

売・市況消費情報を取り込んで分析し，最適化す

るスマートフードチェーンによって波及効果は

個人から地域へ，地域から世界へ広がることが期

待される。」 
 

2.ドローン技術 規制改革による自動航行 
 

6.12 北海道スマート農業 SUMMIT ドローンの活用 
2 ストロークエンジンを搭載し，発電しながら

飛行するため，3～4 時間の長時間飛行を可能とし

たハイブリッドドローンは害鳥獣の監視や追い

払いを目的に開発され，エンジン音による追い払

い効果を期待したもの。これとは別に，低振動ガ

ソリンエンジンを用いたハイブリッドドローン

の技術開発が進められ，バッテリー交換時間の解

消とペイロード拡大による農薬散布作業の効率

化も見込まれている。 
 

11.11 北海道スマートアグリセミナー札幌ビューホテ

ル大通り公園 
日本のドローン研究第一人者である一般社団

法人日本ドローンコンソーシアム会長野波健藏

氏が基調講演。「自律飛行型ドローンの研究対象

は無人ヘリからマルチコプタ，垂直離発着機へと

進化している。2018 年 3 月のガイドライン改正で

自律飛行が可能となった。2005 年有人ヘリから無

人ヘリに置き換わり，2018 年以降はマルチコプタ

の時代に移った。農用(防除用)ドローン活用には

自律飛行の推進，ナビゲータの省力化，目視外飛

行の認可，機体の基準緩和，農水協の解散，薬剤

の認可，風・飛行経路自動調節デバイスの認可，

複数機体の運搬が課題になる。また，近未来には

これまでのセンサーに頼ったドローンに代わっ

て搭載したカメラセンサの画像を AI で認識し，

知能を持つ生物型ドローンの時代が来る。」 
水平対向エンジンで発電し電池を持たないハ

イブリッドドローンが開発された。カメラ撮影で

あれば一度のガソリン給油で 1 時間連続飛行が可

能で，16 リットルの薬剤を搭載して 30 分で散布

し，一度の飛行で 2ha の防除作業が可能となる。
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市販化されればこれまでの倍の作業量が一人で

行えることになる。 
 

3.ロボットトラクターと ISOBUS 

8.07ISOBUS 普及推進会 ISOBUS セミナー，帯広信

用金庫中央支店セミナールーム 

野口伸教授「世界に先駆けて昨年実現した日本

におけるロボットトラクターの販売は安全性担

保の実現によるもので，技術のみではどれだけ追

求してもゼロリスクにはならない。 
農業ロボットの社会実装は政府の強い意向も

あり，2017 年 3 月発表されたガイドラインによっ

て安全に必要な最低限のルールが成立して初め

て可能となった。 
農作業の自動化ニーズは日本だけのものでは

なく，アジア，中国やタイも関心を示している。 
自動運転には測位情報が必須であり，日本が提

供している準天頂衛星みちびきのサービスはア

ジアで使える。ヨーロッパのロボットのコンセプ

トは小型，電動，単機能ロボットの群(Swarm)利用

であり，日本製の小型で電子化されたトラクター

の需要があると考えられる。 
現状のロボットトラクターは安全を支えてい

るセンサーが高価であり，周辺技術で支援するこ

とでロボットトラクターをより安価にすること

が可能である。これには情報伝送システムと AI が
キーテクとなる。今後はロボットのさらなるイン

テリジェンス化が必要であり，ロボットトラクタ

ーに装着する作業機の開発が重要である。」 
 

10.23 農業食料工学会北海道支部シンポジウム 

とかちプラザ 

帯広畜産大学 藤本与 特任研究員が「ISOBUS
を利用したロボットトラクターの無人プラウ耕

への挑戦」としてロボットトラクターの畑作利用

プロジェクトの内容と ISOBUS からの信号を利用

する上での課題について紹介。「春作業では耕耘

と播種，移植作業などが競合するが，畑作は稲作

に比べて作物や作業機の種類が多く，オペレータ

数を増やさずに可能な作業を増やすには単独で

完全無人化を実現することが必要である。現在の

ロボットトラクターの利用はトラクター側だけ

で制御できる PTO の ON/OFF，ロワリンクの昇降

で可能な整地作業などに限定されている。リバー

シブルプラウによる順次往復耕を無人で行うに

は 1 行程が完了し，旋回して次の行程に入る前に

確実にボトムが反転していることを検出しなく

てはならず，近接センサーなどを用いてトラクタ

システムと独立したシステムを用いて自動運転

を行うことも可能であるが，ISOBUS 接続時に常

時流れてくるインプルメントメッセージを利用

することで耕深調整などを含めて ISOBUS 活用の

可能性を検討している。防除作業や収穫作業など，

走行が停止しても PTO が稼働する必要のある作

業の検討なども必要である。 
 

11.14 無人トラクター遠隔監視システム公開実験 
岩見沢市，5G を使った遅延のない画像伝送シス

テムの実験が成功した。このシステムでは正常時

の制御や監視は可能であるものの，異常が発生し

た時に遠隔にある監視センターから緊急停止信

号を伝送してエンジンを停止させるには障害物

に影響されにくい電波を用いる必要がある。 
150MHz 帯の電波は遠距離まで伝播する能力が

あり，回折によって障害物を回り込んで届く特性

がある。岩見沢駅前にある岩見沢市自治体ネット

ワークセンターを「監視センター」に見立て、北

村地区圃場の無人ロボットトラクターの遠隔監

視及び遠隔制御による自動走行を実施。圃場への

侵入者検知時やロボットトラクターの暴走など

緊急時を想定し、監視センターから 150MHz 帯無

線システムの遠隔制御信号送信によりロボット

トラクターを緊急停止させ，これらの模様をライ

ブ映像により会場内に配信することができた。5G
の活用によって開かれたロボットトラクター遠

隔監視が実現に近づいた。 
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4.作業支援システム 

10.23 農業食料工学会北海道支部シンポジウム 

とかちプラザ 

十勝農協連，前塚研二氏は TAF(十勝地域組合員

総合システム)の概要と ISOBUS 対応計画につい

て」紹介。 
「TAF システム(Tokachi total Assistance system 

for Famers System)には農産部門と畜産部門があり，

農産部門ではクミカン，生産履歴，土壌分析・飼

料分析の結果照会，気象情報てん蔵，GAP 入力シ

ステム，生産資材管理システムなどのメニューな

ど生産者の営農に役立つ情報提供と農協担当者

との情報共有に活用されている。スマートホンや

タブレッでも使うことができ，現在農協連会員

5200 戸中 3,000 戸が利用している。10 月からはマ

ッピング・施肥設計システムの稼働が開始され，

生産者が直接，ほ場図を作成し，作付け，収量，

病害虫発生情報などのほ場情報を入力して次年

度の計画に反映させることが可能になる。今後は

AI による病害虫自動判定機能，経営管理支援シス

テム，収量変動要因解析による栽培技術情報提供

などとともに，ISOBUS を介した作業情報連携シ

ステム，作業軌跡取り込みシステム，作業データ

プラットフォームとの連携，ほ場実測データ取り

込みなど，経営に役立つ機能を増やす。」 
トヨタ自動車（株）難波猛氏はトヨタ生産方式

を農業に応用した IT 管理ツール「豊作計画」と

「現場改善」を紹介。 
「担い手不足によって年々増加する管理作業

のミスや忘れをなくしたいという水稲生産法人

の悩み解決が目的。「豊作計画」により，PC 上の

作業計画作成，スマートホンによる作業指示と作

業記録，PC 画面上の一覧表示，作業量やコスト分

析による振り返りができる。さらに作業計画ボー

ドを使った作業者全員参加の情報共有と話し合

いで当事者意識の向上による人材育成が可能。異

常を見える化し，小集団の

ミーティングによって一

人一人の気づきを促すこ

とが目的。導入事例紹介で

はモノと作業の無駄を省

くことでコスト低減効果

が大きいことに加え，互い

の仕事量を知ることによ

り助け易くなる。」 

（株）ファームノート下村瑛士氏は「2050 年の

地球を考え」，「持続可能な食糧生産のために」「生

産者とつながる」ことをコンセプトに酪農・畜産

に特化して展開するクラウド型牛群管理システ

ム「Farmnote」を紹介。 
「提供する個体センサー「Farmnote Color」から

得られた牛の活動量データは人工知能を用いた

解析によって行動分類され，発情兆候や疾病予測

へと展開される。フィンランドにおける 4dBarn は

搾乳ロボット導入を前提

とし，IT ありきではなく，

牛の快適さと牛の福祉を

目的とした牛舎改造コン

セプトで，リーン生産方

式によって人と牛の動線

を熟知した設計がなさ

れ，飛躍的な生乳生産性

向上と淘汰率の低減を可

能とする。」 
 

5.スマート農業の目的 

11.08 スマート食産業推進セミナーアクセスサッポロ 

いわみざわ地域農業利活用研究会会長の西谷

内智治氏が岩見沢市におけるスマート農業の取

組みを紹介。 

「10 年後の岩見沢市内の農業者の年齢構成を

推計し，農地を新たに取得すると考えられる62歳

以下層の人数から想定される平均規模を約 38ha

と推定した上で，岩見沢農業の課題として少人数

で多くの面積を負担すること，大面積でありなが

ら安定収量と高品質が可能な生産，更なる生産コ

スト削減の 3 点を課題として設定した時に，乾田

直播と小麦，大豆，ビート，デントコーン，なた

ねによる空知型輪作とスマート農業技術による

課題解決を選択して舵を取った。研究会が発足し

たのは平成 25 年で，GPS ガイダンスシステムや自

動操舵装置の導入を進めてきた。以来会員は増え，

現在は会員 187 名のうち GPS ガイダンス導入者は

148 名，自動操舵導入者が 139 名で，農業用に限

定しないRTK補正信号の基地局のコストを岩見沢

市が負担することで安価に高精度な測位が可能

となっている。RTK 自動操舵システムの効果とし

て，様々な作業の重複削減や畦飛ばし作業による

旋回作業の効率化が可能となったこと，セクショ

ンコントロール技術による省資源，可変施肥によ
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る生育の均一化と品質向上が可能となったこと，

なによりも昼夜問わない負荷の少ない作業が可

能となったことが大きい。 

また，H22 年から施行を開始した基盤整備事業

により，自動操舵の能力を最大限に活用可能な大

区画化や表土厚の均一化によって耕起や管理作

業時間を大幅に削減することができた。スマート

農業技術導入の目的は省力化によって農地を守

り次世代につなぐこと。今後目指すべきスマート

農業技術として適期作業情報の配信システム，経

営管理，原価分析の可能な栽培履歴ソフト，水田

及び地下灌漑における自動水管理があり，少ない

人数で単位面積当たり収量の向上と品質向上を

目指し，次世代に魅力のある農業を根付かせて地

域を守りたい。」 

 

11.19 地域活性化推進事業講演会「スマート農業の

新たな展開に向けて -ICT とロボットによる次世代

農業-」，深川市 北大大学院野口伸教授(再出) 

 

「スマート農業技術によって負担の大きい作

業から解放され，生まれた余裕によって特色ある

農業生産や加工を行い，人が楽しく集い生活でき

る魅力のある地域作りが最終目的である。導入に

は大きな投資と効果的な利用法を学ぶことが必

要で，次世代を担う若者，普及を先導する普及セ

ンターなどの人材，意欲のある担い手のそれぞれ

が新技術のセミナー実演に始まり，技術から経営

までを体系的に学習できる切れ目のない人材育

成体制構築が求められる。」 

 

12.10 スマート農業マッチングイベント，札幌コンベン

ションセンター 

更別村の岡田昌宏氏 「現行のロボット農機や

ドローン運行上の課題として農村地帯の通信環

境の悪さがある。省力化，省人化で生まれた余暇

で農家が何をすべきか。新たなビジネスやエンタ

ーテインメントに可能性がある。」 

 

 

 

 

 

 

作業機を付けたトラクターの公道走行 

 
これまでの経緯 

周知のとおり，昨年より直装式作業機を付けた

トラクターが公道走行可能となり，年末には牽引

式作業機を装着したトラクターについても基本

的な考え方が公開された。 
ここまでを振り返ると一昨年 11 月 19 日，政

府の規制改革推進会議に提出された答申の中

で，国土交通省と農林水産省から平成 30 年度の

うちに農機や除雪機を装着・牽引して公道を走

行するトラクターについて，道路運送車両法に

適合するために必要な措置を明確にすることと

し，保安基準の緩和制度を活用することで走行

可能とすることが明らかにされた。 
平成 31 年 4 月 22 日付けで全国の運輸局長名

で基準緩和の認定が公示され，一定の条件の下

で一括緩和される保安基準の項目と緩和に必要

な条件や制限が明らかにされた。 
これを受けて，国土交通省，農林水産省，(一

社)日本農業機械工業会が公道走行に必要となる

具体的な装置と運行速度制限の条件となる安定

性を確認する方法の検討を開始し，令和元年 10
月 1 日，農林水産省のホームページでガイドブ

ックが公開されるとともに全国でブロック別の

行政向け説明会が開催された。これを受けて北

海道農作業安全運動推進本部が主体となって参

加する北海道や企業，団体が協力して道内 5 か

所で説明会を実施し，今に至る。 
 
緩和認定とは 

道路運送車両法における保安基準の緩和認定

とは構造や大きさなどが保安基準の範囲を外れ

ていても道路の保安や交通上支障がないと地方

運輸局長が認めた車両について，必要な制限を

設けて公道走行することを認める制度。これま

でも，列車の移動，除雪用自動車，連節バス，

分割できない長大で超重量な荷物を運ぶ車両な

どに適用されてきた。 
この度，この制度がトラクターについて一括

適用されるようになったが，一括緩和が認定さ

れたのは全ての農耕トラクターではなく，作業

機を装着したトラクターに対してで，これまで

も単体で保安基準の一部を満たさないトラクタ
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ーについては個別に緩和申請をして認定を受け

た後販売されてきたが，こちらはこれまで通

り，一台ごとに基準緩和申請が必要となる。 
 
緩和認定の項目と条件及び制限 

一括緩和を受けたのは多くある保安基準のう

ち，幅と安定性，灯火類の取付け位置など 11 の

条項に限られる。また緩和をうけるにあたって

いくつかの条件や制限が設けられている。これ

らは一般の自動車と混在して公道を走行する際

に必要な最低限の保安基準の一部を緩和する際

に安全な走行のために必要な制限である。 
 
まず，走行するすべての場合に必要な条件と

して 
●道路交通法，道路法及び農道管理条例の遵守 
する必要がある。 
 
次に場合に分けて説明する。 
作業機を走行する状態まで持ち上げて前後か

ら見てトラクターの灯火器が見えるかどうかを

確認する。 
直装式ブームスプレーヤやブロードキャスタ

などのようにタンクなどでトラクターに装備さ

れた灯火器(車幅灯，尾灯，駐車灯，後部反射

器，制動灯，方向指示器，非常点滅表示灯など)
が作業機に隠れて見えない場合は作業機に装備

する必要がある。 

 
作業機の幅が 2.5m を超えない場合でトラクタ

ーに備えられている灯火器の外縁と作業機最外

側までの距離が 40cm を超える場合は 
 

●農作業機最外側付近の前面両側に白色反射器を

備える 
●農作業機最外側付近の後面両側に赤色反射器を

備える 
40cm 以内に収まっていれば必要ない。 

 

 
 
作業機の幅が 2.5m を超える場合は 
 

●自動車または作業機の後面と運転席に農作業機

装着状態の幅を表示する 
●作業機最外側付近の前面と後面の両側に外側表

示板を備える 
●道路法上の道路では道路管理者から特殊車両通

行許可証を所得する 
●作業機最外側付近の前面両側に白色灯火器(光
度 300 カンデラ以下)を備える 
●作業機最外側付近の前面両側に赤色灯火器(光
度 300 カンデラ以下)を備える 
外側表示板とは赤白斜めのストライプが表示

されたパネルで，車両の前面と後面に備えるこ

とで車両の幅を他の自動車に示すもの。反射の

有無は問わない。 
 
上記の場合でなおかつトラクターに備えられ

ている灯火器の外縁と作業機最外側までの距離

が 40cm を超える場合は 
 

●農作業機最外側付近の後面両側に赤色反射器を

備える 
外側表示板に反射機能がある場合は装備の必

要はない。 
 

最大安定傾斜角度が 30 度または 35 度を下回

る場合は 
●運行速度を 15 キロメートル毎時以下とする 

−10− 農業機械北海道 No. 884



ISSN 0190-0873                                               農業機械北海道 No.884  - 11 - 
 
●自動車または作業機の後面と運転席に運行速度

15 キロメートル毎時以下を表示する 
 
最大安定傾斜角度については実験に基づいた

モデル式によって基準を満足することが確認さ

れたトラクターと作業機の組み合わせが日農工

のホームページに公開される。確認されたもの

は最高速度の制限を受けることはない。 
令和元年 12 月 27 日現在，国産トラクターと

国産ロータリの組み合わせが公開されている。 
 

 
この他，道路運送車両法では農耕トラクター

については大型特殊自動車と小型特殊自動車に

大きさの違いはなく，ともに長さ 12m，高さ

3.8m，幅 2.5m の規定があり，最高時速のみで区

別され，35km/h 以上の車両を大型特殊と規定

し，車検を義務付けている。作業機を装着して

公道走行する際には所管の運輸支局に自動車を

提示して構造変更検査を受け，車検証の備考欄

に「北海道運輸支局公示一括緩和適用」と記載

してもらう必要がある。 
また，小型特殊自動車の中で，長さ 4.7m 以

下，幅 17.m 以下，高さ 2.0m 以下，走行速度

15m/h 以下のトラクターは単体では車幅灯，尾

灯，制動灯，後退灯の取付け義務がない。ま

た，左後写鏡が装備されていない場合がある

が，保安基準では装着した作業機の幅が 1.7m を

超える場合は自動車の左右の外線上後方 50m ま

での間にある自動車と道路の左外側線を確認で

きることを義務付けているので，左側の後写鏡

を追加装備する必要がある。また，前面の両側

に白色反射器，後面の両側に赤色反射器が必要

となる。さらにトラクター単体では道路交通法

でも小型特殊に区分されるので，小型特殊免許

や普通免許で公道走行できるが，作業機と一体

の車両とみなされるので，大型特殊免許が必要

となる。 
 

緩和認定を受けて条件や

制限を受けて公道走行する

場合，自動車の後面に右に

示す標識(制限標識)を見やす

いように表示する必要がある。ここまでの説明

の中で該当するのは，トラクターの灯火器は見

えるが，作業機外側から 40cm 以内に収まらない

場合，全幅が 2.5m を超える場合，最大安定傾斜

角度が規定を満たさない場合と前述の長さ 4.7m
以下，幅 17.m 以下，高さ 2.0m 以下，走行速度

15m/h 以下のトラクターに全幅 1.7m を超える作

業機を装着した場合である。 
当会でもラベルタイプの貼付け式シートを取

り扱っているので，必要な会員は随時連絡頂き

たい。 
 
ここまでは今回の保安基準緩和措置の範囲を

説明したが，実際は緩和が認定されない条項が

あり遵守する必要がある。たとえば後退灯の装

備は緩和していない。トラクターの後退灯が隠

れて見えない場合は作業機に移設するか新たに

備える必要がある。 
 
以上，今回の保安基準一括緩和によって公道

走行するときに必要となる対応方法と基本的な

考え方を北海道運輸局公示の内容に沿って解説

した。 
道路運送車両法の保安基準は公共財産である

道路を使用する様々な車両が互いに安全に走行

する上で最低限のルールとして規定されてい

る。従って装備がなされても絶対安全というこ

とではない。 
これまで北海道農作業安全運動推進本部が提

唱してきた低速車マークは夜間視認性が高く，

有効な安全標識として今後も引き続き活用を推

進していく必要がある。 
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農業機械業界・本会会員の動き 
 

 
☆平成31年 1月 24日，北海道農業機械工業会、

北海道農機商業協同組合並びに十勝農業機械協

議会は ANA クラウンプラザホテル札幌で平成 31

年農機業界新年交礼会を開催しました。 

 

☆賛助会員 株式会社石川金属製作所は平成 31

年 3 月 31 日付けで退会届を提出し，当会を退会

しました。 

 

☆平成 31 年 3 月 29 日付けで北海道は「本道農

業における農業機械化の推進について」を公表

し，国が機械化促進法とともに廃止したガイド

ラインで示した農業機械士および農業機械整備

施設の認定を廃止しました。 

 

☆令和元年 5 月 23 日，当会の第 67 回通常総

会，第 227 回理事会，平成 31 年度表彰式，記念

講演会，受賞祝賀会が開催されました。 

 

☆賛助会員 株式会社ホクエイは令和元年 7月

30 日付けで退会届を提出し，当会を退会しまし

た。 

 

☆令和元年 6 月 13 日，十勝農機株式会社臨時

株主総会で取締役社長に飯島裕治氏が選任され

ました。 

 

☆令和元年 8 月 8 日，訓子府機械工業株式会社

臨時取締役会で代表取締役社長に松田謙氏、松

田和之前社長が代表取締役会長に選任されまし

た。 

 

☆令和 1 年 9 月 28 日，「農業農村体験フェスタ

in 赤れんが」が開催され，株式会社ヰセキ北海

道，ヤンマーアグリジャパン株式会社北海道支

社が各社 2台のトラクターを出展し，（一社）北

海道農業機械工業会とともにイベント「トラク

ターに乗ろう」に協力しました。 

 

☆令和 1 年 10 月 10 月 19 日，公益社団法人発

明協会の令和元年度北海道地方発明表彰，中小

企業庁長官賞に訓子府機械工業株式会社松田和

之会長，松田謙社長が受賞されました。北海道

発明協会会長賞に，株式会社キュウホー元会

長・永井求氏，株式会社 IHI アグリテック濱中

誠氏ら，帯広市長賞に株式会社土谷特殊農具製

作所の土谷紀明代表取締役，発明奨励賞に日農

機製工株式会社の長谷川陽一次長がそれぞれ受

賞されました。 

 

☆令和元年 11 月 21 日，公益社団法人大日本農

会主催の令和元年度農事功績者表彰式が開催さ

れ，農業技術開発功労者としてヤンマーアグリ

株式会社の丸山高史海外事業部開発部長ととも

に，オサダ農機株式会社長田秀治代表取締役会

長が名誉賞状を受賞しました。 

 

☆令和元年 12 月，オサダ農機株式会社代表取

締役会長の長田秀治氏が旭日単光章を叙勲され

ました。 
 
☆令和元年 12 月 9 日，オサダ農機株式会社代

表取締役会長長田秀治氏が第 8 回「ものづくり

日本大賞」の「ものづくり地域貢献賞(北海道経

済産業局長賞)」を受賞されました。 

 

☆令和元年 12 月 24 日，東洋農機株式会社代表

取締役社長太田耕二氏が日刊工業新聞社の第 37

回優秀経営者顕彰の地域社会貢献者賞を受賞さ

れました。 

 

 

 

編集後記 

 

★道内中小企業の最優先課題のトップが営業力

の強化から従業員の新規採用に変わりました。人

材不足は深刻です。今年も引き続き様々な切り口

から人材確保対策を支援します。 

 

★ISOBUS 普及推進会の ECU 開発が本格的に始動

しました。多くの会員が参画する中，活動を支

援していきます。 

 

★本年 5 月にはアグリテクニカアジア 2020，11

月にはエイマ 2020，ユーロティア 2020 が開催さ

れ，アグリテクニカアジアとユーロティアには

会員が出展します。事務局もアテンドし，ホッ

トな情報を提供します。 

 

★昨年は作業機を付けたトラクターの公道走行

元年となりました。新年は安全な公道走行を前

提とした作業機づくりを目指す年に。 
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　  土  谷  製  作  所
代表取締役会長　土  谷  令  次
代表取締役社長　土  谷  敏  行

本社　札幌市東区本町 2 条10丁目 2 －35
　　　電　話（011）㈹781－ 5 8 8 3 番

E-mail  eigyo@sapporo-tsuchiya.co.jp
URL  http://www.sapporo-tsuchiya.co.jp

株式
会社

寺 崎 雅 史代表取締役
本　　　社 上川郡美瑛町北町２丁目

電　　話 (０１６６)９２-３３１５番
美 瑛 工 場 上 川 郡 美 瑛 町 扇 町
富良野工場 富良野市学田３区工業団地
北見出張所 北見市曙町６７０番地
ホームページアドレス http://atomnoki.com

小樽市銭函２丁目54番地８号

代表取締役社長　岸 　 俊 之

代表取締役社長　本 田 雅 義
代表取締役会長　本 田 正 一

岩見沢市栗沢町北本町74番地
ＴＥＬ　0126（45）2211
ＦＡＸ　0126（45）2212

代表取締役社長 松 田　  謙

本社  〒099-4115  斜里郡斜里町光陽町44番地
電話（0152）23－2173 番（代）

代表取締役　毛 利 　 剛

収穫の未来を創造する
〒076-0006
北海道富良野市字扇山 877 番地 3
Tel : 0167-39-2500  Fax : 0167-39-2501代表取締役社長

鎌田　和晃 Shuji  Osada

E-mail : k.kamada@osada-nouki.co.jp
URL : http://www.osada-nouki.co.jp

謹賀新年謹賀新年
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（北海道営業部 札幌工場）
　札幌市東区北丘珠 2 条 3 丁目 1 番20号

代表取締役
社　　　長 松本 充生

取締役社長 飯 島 裕 治

工 藤  　 忠

〒089-1242  帯広市大正町基線45番地3
　　　　　  電　話（0155）64－4147番
　　　　　  ＦＡＸ（0155）64－5021番

取締役　工 藤 勝 弘

有限会社 工 藤 農 機勝

090-0838　北見市西三輪4丁目712番地
電　話（0157）36－5714㈹
ＦＡＸ（0157）36－7512　
E-mail  h.fukuti@fukuti.co.jp

代表取締役　福  地  博  行

KOKI  GOTO

代表取締役

〒099-1587 北海道北見市豊地22番地4
TEL（ 0 1 5 7 ）3 6 － 6 8 0 8
FAX（ 0 1 5 7 ）3 6 － 6 8 0 9

　北海コーキ

後　藤　幸　輝

E-mail：hokkai.ko-ki@bird.ocn.ne.jp

Hokkai KOKI

株式会社 代表取締役 大　坂　伸　人
〒082-0043　河西郡芽室町芽室基線 1 9 - 1 6

ＴＥＬ （ 0 1 5 5 ）62-5676
 ＦＡＸ （ 0 1 5 5 ）62-5603

謹賀新年謹賀新年
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ホクレン農業協同組合連合会

農機燃料自動車部長

谷　　　一　弘

soc@s-o-c.co.jp 〒001-0028

〒090-0001

札幌市北区北２８条西３丁目２番３号札幌営業所

代表取締役 高　橋　　　弘

北 見 市 小 泉 ４ １ ３ 番 地 １ ０

総合畑地かんがい・オルガニックリーダー総発売元

電話（0157）61-7631 FAX（0157）61-7634
E-mail : sansui1981@proof.ocn.ne.jp

電話（011）688-8808 FAX（011）688-8838

代表取締役社長　隅  田  貴  昭

ゆるまない熱意で ものづくりを支える

札幌営業所 〒065-0019

帯広営業所 〒080-2461

本　　　社 〒577-0815

札幌市東区北19条東21丁目４番11号
TEL（011）786-7233　FAX（011）786-7236
帯広市西 2 1条北１ 丁目６番 1 4号
TEL（0155）66-7023　FAX（0155）66-7024
東 大 阪 市 金 物 町 1 番 8 号

株式会社隅田鋲螺製作所

s u m i d at a k a a k i

http://www.sumidabyora.co. jp

総合農業機械・産業機械・製造販売

渋 谷 正 義代表取締役
会　　　長

成 田 正 美代表取締役
社　　　長

URL：http://hokuokyoritsu.com

本社・工場
岩 見 沢 市 東 町 ６ ９ ７ の ３
電話㈹（0126）22-6262番
F A X（0126）22-6225番

奈井江支店
奈井江町茶志内 9 7 0 - 1 0
電話㈹（0125）65-5115番
F A X（0125）65-5114番

代表取締役社長

照　井　政　志

〒025-0035  岩手県花巻市実相寺410番地
℡.0198-24-3221（代）　FAX.0198-41-1221

謹賀新年謹賀新年
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TEL 03・3815・0211
FAX 03・3815・0265
http://www.n-simpo.co.jp

農業機械の専門新聞です
　　　農政と機械化の問題点
　　　農業機械の新製品動向
　　　農業関連資材の動き

株式会社国際農業社
本社  東京都台東区上野1-16-5産経ビル　  03－3831－5281(代)
支社  大阪市西区京町堀1-10-8福岡ビル　  06－6441－2043(代)

URL  http://www.nouson-n.com
E-mail  info@nouson-n.com

令和２年版

電子版日刊

農機新聞のホームページ　http://www.shin-norin.co.jp

東京都千代田区神田錦町1- 1 2 - 3

大 阪 市 浪 速 区 元 町 1 - 3 - 8
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株式会社  渋  谷

代表取締役社長

（旧社名　㈱渋谷鉄工所）

渋  谷　嘉  伸

〒０９０-０８３２
北海道北見市栄町２丁目１番地２
TEL　０１５７-２３-６２４１（代）
FAX　０１５７-２５-４６９９
E-mail　K-sibuya@vesta.ocn.ne.jp
http://www14.ocn.ne.jp/̃sibuya/

謹賀新年謹賀新年
−16− 農業機械北海道 No. 884


